
事前評価個表

整理番号 ２２

地域（地区）名 宮城南部地域 事 業 名 森林環境保全整備事業
みや ぎ なん ぶ

計画策定主体 宮城県 対 象 市 町 村 白石市ほか18市町

事業実施期間 Ｈ２３ ～ Ｈ２７ （５年間） 事業実施主体 市町村，森林組合，森林所有者等

事業の概要・目
的 本地域は，県の中南部を包括し，北部は宮城北部地域に，西部は奥羽山脈を境として山形県

に，南部は福島県にそれぞれ接し，東部は太平洋に面する総面積278,301haの区域であり，森林
面積は164,682haで，うち民有林が108,838ha（民有林率：66％）となっている。

所有形態別は，県４％，市町村９％，財産区１％，私有林86％となっており，人工林率は47
％で，県平均の54％に満たない。なお，人工林の齢級別構成を見ると，Ⅸ齢級が最も多く，次
いでⅩ齢級が多いことから森林資源は着実に充実してきている。

近年，水源かん養機能や山地災害防止機能及び地球温暖化防止機能等の森林が有する多面的
な機能に対する県民の期待はますます多様化，高度化している。さらに，京都議定書に基づき
地球温暖化防止のための温室効果ガス排出削減目標を達成するために，主な温室効果ガスであ
る二酸化炭素の吸収源として森林の果たすべき役割は大きな比重を占めている。

一方，林業を取り巻く情勢は，木材価格の長期低迷や経営コストの増大による採算性の悪化
などが森林所有者の経営意欲の低下を招き，必要な森林整備が実施されない森林が増加しつつ
あるなど，森林の適切な管理の低下が懸念される状況にある。

そのため、施業の集約化を推進し，効率的な生産基盤の整備を図ることで積極的な利用間伐
の実施を行い，持続可能な森林経営の確立を目指す。

本計画に基づき，森林の配置や齢級構成に応じた整備を行うことによって，森林の有する多
面的な機能の発揮が確保される。

森林の多くが農耕地に近接していることから，農林業の振興，農林道の整備において関係部
局との連携を図っている。

事業内容・事業 森林整備：6,001 ha
費 人工造林，樹下植栽等，下刈り，枝打ち，除伐，間伐等

総事業費：2,004,025千円

費用対効果分析 B/C ＝ 2.15
結果

評価結果
必要性：保育対象林分の賦存状況，森林整備の緊急性等から見て必要性が高い。

効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれることから、事業の効率性が認められる。

有効性：健全な森林づくりをすることによって，水源かん養及び国土保全等の機能の確保や将
来の優良材の安定的生産に有効である。

森林は，多様な公益的機能を有しているが，これらの機能は一度失うと回復に長期間を要し
てしまうことから，適期に適切な施業を計画的に実施することが不可欠である。

本計画は，森林の重視すべき機能ごとに適切な森林整備等を計画しており，効率性，有効性
も認められ採択要件も全て満たしている。

以上により，森林環境保全整備事業計画として実施することが適当である。



整理番号 22

事業名：森林環境保全整備事業 宮城県
地域名：宮城南部 （単位：千円）

評価額

1,527,182

495,716

846,284

177,904

11,145

3,427,236

1,751,024

8,236,491

3,819,866

8,236,491

3,819,866

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

大　区　分 中　区　分 備　　考

水源かん養便益

洪水防止便益

流域貯水便益

水質浄化便益

山地保全便益
土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

環境保全便益 炭素固定便益

木材生産便益 木材生産確保・促進便益

＝ 2.15

総　便　益　（B)

総　費　用　（C)

費用便益比 B÷C　＝



森林環境保全整備事業 宮城南部地域（宮城県） 概要図



事前評価個表

整理番号 ２３

地域（地区）名 米代川地域 事 業 名 森林環境保全整備事業
よねしろがわ

計画策定主体 秋田県 対 象 市 町 村 鹿角市ほか13市町村

事業実施期間 Ｈ２３ ～ Ｈ２７ （５年間） 事業実施主体 市町村、森林組合、森林所有者等

事業の概要・目
的 秋田県の中央から北に位置し、西は日本海に面し、北西から北東にかけて世界遺産の白神山

地から十和田湖国立公園、そして東に奥羽山脈がある。この区内を東から日本海へ流れている
米代川は、天然秋田杉資源を有しており、森林に対する関心が高い地域である。

森林面積は、377,460ha(森林率75%)で、うち民有林面積が174,040ha(民有林率46%)、人工林
面積は111,086ha(人工林率64%)となっており、県平均(57%)を上回っている。

人工林６～12齢級の森林整備を必要とする森林が88,830haで人工林の79%を占めており、間伐
を中心とした適正な森林管理を実施し、持続可能な森林の形成による国土の保全を図っていく
必要がある。

また、日本海側の防風・防砂保安林のクロマツ林では、松くい虫の被害もあり、地域住民の
生活の安全を確保するために、各市で森林整備事業計画を策定し、森林整備や路網整備の推進
等の必要がある。

このため、各市町村の森林整備事業計画や総合発展計画等に、森林整備目標を位置づけ、農
林水産業の振興を図るとともに、県も整備事業計画に基づき計画的な森林整備を推進し、地域
振興を支援し、秋田杉の産地化形成に向けた木材生産の循環の役目や、林業労働力や担い手の
確保及び高性能林業機械の導入、また効率的な路網整備により、間伐材の利用率を向上させる
ことを目標とする。

事業実施にあたり、関係部局と連携を図りながら森林整備を実施する。
また、地域に生息する動植物の自然環境にも配慮する。

事業内容・事業 森林整備：22,377ha
費 人工造林、下刈り、雪起こし、枝打ち、除伐、間伐等

路網整備：5,300m
林業専用道開設

総事業費：6,161,832千円

費用対効果分析 B/C ＝8.75
結果

評価結果
必要性：森林の有する多面的機能の発揮や安定的な林業経営等及び県産材の供給拡大の観点か

ら、当該事業は必要である。

効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれることから、事業の効率性が認められる。

有効性：健全な森林づくりにより公益性の維持増進など国土保全の機能を確保し、さらに木材
の安定生産にとって有効である。

森林は、多様な機能を有しているが、これらの機能は一度失うと回復に時間を要することか
ら、適時適切な森林整備を計画的に実施することが不可欠である。

本計画では、森林の公益的機能の発揮に配慮した計画としているほか、効率性や有効性が認
められることから、本計画を実施することは適当である。



整理番号 23

事業名：森林環境保全整備事業 秋田県
地域名：米代川 （単位：千円）

評価額

49,479,098

8,711,724

14,872,614

472,345

198,575

3,650,658

16,322

1,169

8,176,965

17,438

森林整備促進便益 323,441

85,920,349

9,818,267

85,920,349

9,818,267

森林整備経費縮減等便益
造林作業経費縮減便益

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

大　区　分 中　区　分 備　　考

洪水防止便益

水源かん養便益 流域貯水便益

総　便　益　（B)

総　費　用　（C)

費用便益比 B÷C　＝ ＝ 8.75

土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

水質浄化便益

生産等経費縮減便益

木材利用増進便益

木材生産確保・促進便益

山地保全便益

環境保全便益

木材生産便益

炭素固定便益
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